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平成３０年度実施方針 

 

イノベーション推進部 

 

１. 件名  

 宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業（ベンチャー企業等による宇宙用部品・コンポーネン

ト開発助成） 

 

２. 根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第３号及び第９号 

 

３. 背景及び目的 

政府は技術的な戦略として２０１６年３月に「宇宙用部品・コンポーネントに関する総合的な

技術戦略」を制定し、技術戦略の策定による関係者の分担・協力により、外需・民需も見据えた

適切な開発目標の設定と戦略的な研究開発の推進、宇宙実証機会の拡大と効果的な活用、ＪＡＸ

Ａ部品認定制度の国際的な認知度向上等による輸出環境の改善、部品・コンポーネントの輸出拡

大に向けた取組、自動車部品等の積極的な活用、ＰＤＣＡサイクルのための体制の構築を掲げて

いる。 

２０１７年５月に策定された「宇宙産業ビジョン２０３０」では宇宙産業の振興に向けて、中

小・ベンチャー企業等をはじめとした新規参入者の層を拡大させるとともに、新規参入者の事業

化・成長への取組を積極的に後押しし、市場の活性化を図っていくことが重要であると記載され

ている。 

本事業では、潜在的技術を有する中小・ベンチャー企業等の保有する技術シーズを活用し、人

工衛星等の宇宙用部品・コンポーネントの開発に係る研究開発の一部を支援することで、宇宙機

器産業の裾野を広げると共に、人工衛星等の高信頼性・低コスト化を実現し、我が国の宇宙機器

産業の競争力強化を目指す。 

 

４. 事業内容 

 

４．１ 事業概要 

潜在的技術を有する中小・ベンチャー企業等が有する優れた技術シーズを、人工衛星等の宇宙

用部品・コンポーネントの開発に適用し、迅速に実用化に繋げることで、宇宙産業の国際競争力

の強化の一助となる。 

実施にあたっては、潜在的技術を有する中小・ベンチャー企業等から広くテーマを公募し、有

望な開発テーマを選定し、課題解決のための研究開発を助成する。 

また、各機関と連携しながらシームレスな支援等を実施する。 
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４．２ 事業方針 

(１) 助成要件 

① 対象事業者 

助成対象事業者は中小・ベンチャー企業等を対象とする。 

② 対象研究開発テーマ 

人工衛星等の宇宙用部品・コンポーネントの開発に関するテーマ 

③ 審査項目 

・ 資格審査 

・ 政策意図に関する審査 

・ 技術審査 

事業化のもととなるコア技術について審査を行う。 

・ 事業化審査 

コア技術を基にした事業化に向け、作成したビジネスプランについて審査を行う。 

 

(２) 助成条件 

① 実施期間 

３年以内 

② 規模・助成率 

・ 助成額 

１件１年間当たり２０百万円以内 

・ 助成率 

２／３以内 

③ 採択・継続予定件数 

予算に応じ、提案内容の優れているものを採択する。 

④ 事業規模 

１００百万円程度（事業規模については変動があり得る。） 

 

(３) その他 

各機関と連携しながら、ホームページ等を利用したシームレスな支援等を行う。 
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５. 事業の実施方式 

 

５．１. 実施体制 

別紙を参照。 

 

５．２. 公募 

（１） 掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」で行う。 

（２） 公募開始前の事前周知 

公募開始の約１か月前に、ＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、ｅ－Ｒａｄ対象事業で

あり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も合わせて行う。 

（３） 公募時期・公募回数 

２０１８年３月頃に１回実施予定 

（４） 公募期間 

約１～２か月間 

（５） 公募説明会 

全国各地で経済産業局と連携して開催する。 

 

５．３. 採択方法 

（１） 審査方法 

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。外部有識者（学識経験者、産業

界の経験者等）による事前書面審査・審査委員会を経て、契約・助成審査委員会により決定する。

審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問い合わせには応じない。審査委員は採択結果

公表時に公表する。なお、申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

（２） 審査等の期間 

公募締切から原則７０日間以内とする。 

（３） 採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお、不採択の場合は、その明確な

理由を添えて通知する。 

（４） 採択結果の公表 

採択テーマについては、申請者の名称、採択テーマの名称・概要を公表する。 

 

６. その他重要事項 

 

６．１. 評価 

採択テーマについては、必要に応じて中間評価及び事後評価を行う。 
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６．２. 複数年度交付決定の実施 

交付決定通知書に記載する事業開始の日から３年以内とし、最長で２０２１年３月までの期間

で任意に設定可能とする。 

 

７. スケジュール（予定） 

２０１８年 １月下旬    公募予告 

    ３月上旬    公募開始 

    ３月上旬～下旬  公募説明会の開催 

    ４月中旬    公募締切 

    ４月下旬～５月上旬 事前書面審査 

    ５月中旬    ヒアリング対象候補の選定 

    ５月下旬    採択審査委員会 

         ヒアリングの実施、採択テーマの選定 

    ６月上旬    契約・助成審査委員会 

    ６月中旬    採択先決定（公募締切より７０日以内） 

 

８. 実施方針の改訂履歴 

２０１８年１月３１日 制定 
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（別紙）実施体制スキーム図 

 

 

 

 

 

 

(5) 実績 

報告 

(2) 申請 (3) 採択／不採択通知 (6) 助成金 

交付 

(4) 交付 

決定 

経 済 産 業 省 

ＮＥＤＯ 

中小企業等（申請者） 

運営費交付金 

(1) 公募 


